






















































































































































ｚＵ＝ｐｉ[１－('＋γ)αi]＋pib， （2.1） ／ｉ 
と改められる。一方，第／地域の廃棄物処理部門の費用価格条件は，プロ
セスＩの場合とプロセスⅡの場合のそれぞれについて，
ｚＵ＝ｐ{[cj-('＋γ)αh]－('＋γ)pH （２．２１） ／； 


























































































































































































６β･pfl2(γ)－１U１２(γ)[('＋γ)ﾉﾄﾞ＋bBJ:］ pfI2(γ)＝ （1＋γ)(αｉｂＢ－[１－(1＋γ)αf]｝ 
pfl2(γ)＝〃'2(γ)･Zf-[１－('＋γ)αf］ｂＡ 
ｚＵＩ２(γ)･Jf-pfI2(γ)･[１－('＋γ)αf］ pf12(γ)＝ ＤＢ 
である。
廃棄物リサイクルと地域間経済 6５ 
5．おわりに
われわれのモデルにおいては，廃棄物を適正に処理する技術が存在し，
廃棄物に関して，負の価格も含めて，適切な価格がサポートされれば，廃
棄物処理を行う地域が，域内処理，域外排出のいずれを採用するかにかか
わらず，ゼロエミッション条件が成立しうるということがわかった。
廃棄物の地域間移動は，廃棄物の不適切処理，不法投棄の頻発している
現状から，マイナスイメージが先行している。しかし，それは，廃棄物の
地域間移動そのものが問題なのではなく，廃棄物処理業者と排出者との情
報の非対称性から生じる，まさに「市場の失敗」が招いている問題である。
廃棄物が適切に処理されるためには，優れた処理・リサイクル技術を持つ
地域に廃棄物を輸送することが求められる。
本稿においては，廃棄物の地域間移動を導入した廃棄物の結合生産を伴
う単純な'恒常経済モデルにより，特に，体系が持続可能性を持ちうるため
の費用-価格条件を見出すことを目的にした。したがって，たとえ，収益
Ｉ性の側面から採用されうる廃棄物処理プロセスであるとしても，経済体系
全体において，廃棄物が適正に処理されないような場合（両地域の廃棄物
処理部門がプロセスⅡ（域外移動）を選択する場合）については，捨象し
て，分析を行った。しかし，廃棄物の「不適切処理」「不法投棄」の問題
を扱うためには，まさにこの場合についての深い洞察が必要であろう。
本稿において，特に体系が持続可能性を持ちうるための費用一価格条件
を見出すことに分析を集中させた大きな理由は，このモデルの拡張により，
その時々の経済システムの有する，廃棄物の価格を含む適正価格体系を示
せるのではないかという筆者の期待である。つまり，経済システムの長期
の持続可能性を保証する評価システムとして，この価格体系を用いること
がやがて可能となるのではないか。本稿で扱われた極めて単純なモデルは，
その第一歩に過ぎない。
6６ 
《注》
（１）例えば，井原（1996）参照。
（２）スラッファーノイマン・モデルを環境経済分析に用いることの意義につい
ては，松波（1994）参照。
（３）輸送費を一般財に還元してとらえる方法については，Sheppard-Barnes
（1990）参照。
（４）本稿においては廃棄物についての「負の価格」を許容する。そのため，廃
棄物に関しての自由財規則を仮定しない。
（５）本モデルでは，域内リサイクルが選択されることである。
（６）「スラッファの基本方程式」である。
（７）本稿では，とくに費用-価格の側面に焦点を当て，双対の関係を持つ物量
的側面の分析は捨象した。
（８）細田（1999）参照。
（９）Ｂ点，Ｃ点は，自由財規則が仮定される場合は，決して選択されない。し
かし，われわれのモデルにおいて自由財規則は仮定されていないことに注意
せよ。注(4)参照。
(10）域内リサイクルと域外排出とが無差別になる場合についての言及は，頃末
であるので扱わない。これ以後の分析においても，場合わけに際して，等号
が成立する場合に関しての言及は省略する。
(11）廃棄物価格は，負値も取りうるが，その場合でもこれらの条件は変わらない。
(12）添え字の，例えばzU1,(γ）の１１は「プロセスＩとプロセスＩを選択した場
合の〃(γ)」という意味である。
(13）労働移動を通じ，均等賃金率が支配する。
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